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[image: image3.wmf]　内容　
①女性に対する暴力の根絶に向けて

ＤＶ・性暴力・セクシュアルハラスメント

②雇用における男女の均等待遇とワークライフバランスの確立

③困難を抱える男女への支援（高齢者、貧困対策など）

④移住（外国人）女性に関する制度政策の確立
⑤セクシュアルマイノリティの人権の確立　

⑥ナショナルマシーナリー強化について

　
≪呼びかけ団体≫

ＮＰＯ法人全国女性シェルターネット・ＮＰＯ法人日本フェミニストカウンセリング学会

ＮＰＯ法人しんぐる・まざーずふぉーらむ

移住労働者と連帯する全国ネットワーク女性プロジェクト

働く女性の全国センター（ＡＣＷ２）・ふぇみん婦人民主クラブ

“ 共生社会をつくる” セクシュアル・マイノリティ支援全国ネットワーク
DPI女性障害者ネットワーク

連絡先》ＮＰＯ法人全国女性シェルターネット：０９０－９２３０－４４８４

各団体の要望です。院内集会後政府への提出を予定しています
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第三次男女共同参画基本計画策定に向けた要望

ＮＰＯ法人全国女性シェルターネット

Ⅰ　全体について

１　現在の基本計画の不十分な点は、実効性が低いと感じられるところです。その改善には以下の２つの視点での強化改正が求められていると考えます。

１）　計画における実効性の担保

　　○各課題について、具体的な数値目標と年次計画の作成を行う

　　　数値目標の例：

・５年間で市町村のすべての男女共同参画推進センターに性暴力被害に対する相談員を配置する

・３年間で男女雇用機会均等室にセクシュアルハラスメント専門相談員を配置する

・３年間ですべての地方自治体でＤＶ被害当事者の自立支援事業を実施する

・３年間で国及び地方自治体の男女平等達成度を調査し、公表する（ジェンダー統計の活用）
　　○被害当事者の意見反映と登用の制度化（被害者のニーズの適正な反映）
　　　・女性に対する暴力被害当事者からのヒアリングを含めて、男女平等推進計画の実施にあたって、当事者のニーズ調査を行う

　　　・女性に対する暴力被害当事者を相談員として雇用する

　　○ジェンダー統計・監査を徹底し、男女平等のメインストリーム化を進める

　　　・審議会への女性参画率だけでなく、予算配分なども対象とする

　　２）推進体制における実効性の担保

・現在の男女共同参画局を拡充し、さらに女性に対する暴力根絶に向けた専任の担当大臣、副大臣、政務官を配置し、男女共同参画の機能拡充を行う

・民間支援団体の位置づけを、先進諸国と同様に「女性に対する暴力被害者支援の重要な機関」と位置づけて予算措置を行い、事業展開の拡充を図る

　２　女性に対する暴力被害者の支援システムの改革

　　　社会福祉から人権救済へとしての政策の確立が求められていることから、シェルター、財政保障、就労支援等について、新たに拡充するため根拠となる計画策定を。

１）そのための具体的項目

　・ＤＶ被害者の一時保護を被害者の権利として捉え、被害者の選択による民間施設の利用時にも、委託料、または利用料として国庫負担が可能となるようにし、性暴力・性虐待にも適用できるようにする　

· ＤＶ・ストーカー被害当事者の救済として、一部自治体で先行して実施しているような医療・転宅・職探しのための交通費などについての財政支援の全国的制度化

· 財源として加害者からの徴収の検討（スウェーデン方式）
· 女性に対する暴力被害者の職業訓練の無償化

　Ⅱ　具体的要望について

　　１　性犯罪への対策の推進⇒性暴力すべてへの対策へと改正

・ＤＶを含む性暴力全般の全国24時間ホットラインを国が実施すること
　　　・被害者のプライバシー保護の徹底を実施すること
　　　　　＊裁判員制度

　　　　　＊報道規制

　　　・ワンストップ支援センターを設置すること
　　　　　＊都道府県に最低１箇所（公立病院や男女平等参画センターでも一部機能は可能）

　　　　　＊警察官、医療関係者だけでなく、カウンセラー、弁護士、民間支援団体スタッフなど支援者の配置（対称は、ＤＶ，レイプ、セクハラ、性虐待など）

　　　　　＊民間も設置できるようにし、設置・運営費用を公的負担とする

　　　・性教育の早期実施

２　配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等の推進

　　　・地方公共団体全職員二次被害防止のための研修へ、被害当事者の登用を制度化

　　　・デートＤＶ、セクシュアルマイノリティの一時保護について、法改正を待たずとも男女共同参画推進計画に基づいて地方公共団体で実施すること
　　　・保護命令発令を受けた加害者への啓発教育の実施（犯罪となる行為の周知）と居場所確認

３　セクシュアル・ハラスメント防止対策の推進

　　　・「セクハラ」被害による疾病が労災に当たることの周知

　　　・事業主への研修徹底

　　　・訴えがあったときの早期の対処（疑わしきも対処するという改正均等法の徹底）

　　　・間接差別についての事業主への周知徹底

　　　・大学生、高校生への均等法の周知
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男女共同参画基本計画　第三次見直しについての要望
ＡＣＷ２（働く女性の全国センター）
Ⅰ　雇用等の分野における男女の均等な機会と待遇の確保について
１）　全国の男女共同参画女性センターを、女性のための総合相談窓口へ　

　　現在、民間ＮＧＯとの連携でＤＶ相談などが行われていますが、女性の労働問題について、　女性のＮＧＯや女性ユニオンが、財政的困難な状況の中で行政の下請け的な役割をボランティアに近い形で支えています。労働局均等室は、相談窓口に多くの非常勤職員を配置しながら相談者を追い返している現状が多く、人の力が有効に機能していません。また、強制力がないので問題解決が困難になる事例が後を絶ちません。また生活保護の相談窓口も、男性中心が多く女性のＮＧＯに頼らざるを得ません。それらのＮＰＯ，ＮＧＯは、本当に財政困難を強いられており、ニーズが膨大にあるにもかかわらず、うまく機能していません。そこで、全国の女性センターを有効活用するために予算措置をして、女性のためのワンストップサービスの実現のための人員と予算の措置を要望します。

　　　

２）　雇用等の分野における男女の均等な機会と待遇の確保について

　①目標の記載

女性差別撤廃条約の基本理念にのっとり国内法の抜本改正を進めるべきであることを明記することを要望します。ILO111号条約をはじめ女性差別撤廃に必要な未批准の条約の早期批准の推進についても言及してください。
②ジェンダー統計の徹底を要望します。

・フリーターの概念に既婚女性を含めて統計を取ること

・派遣労働の詳細に至るまでの男女別統計
・パートタイム・アルバイト等の労働に関する男女別統計
・有期雇用労働者の男女別統計
　・その他、すべての統計に性別を入れること。

３）　男女ともに労働時間の規制強化のための時間短縮キャンペーンの実施
　　
４）　個別紛争解決の援助、相談体制の充実

　現在、労働局や均等室の相談は、きわめて不十分であり、解決力が低下していると言わざるを得ません。女性のための民間のＮＧＯ等が行政で断られた多くの女性たちに対応している現状です。労働相談を行政とＮＧＯが連携して取り組める体制とする、また、民間の相談業務などを適正に位置づけ、公的な相談と同等の予算措置を行い民間支援団体の運営を拡充する制度整備を求めます。

5） ポジティブアクション
まず、国の公共機関、関連施設が、率先して実施し、モデルを示すべきです。

　　　・公務職場における官製ワーキングプアーと呼ばれる非常勤職員と正職員との均等待遇を地方公共団体等に義務化すること。均等待遇には育児休業等ワークライフバランス推進制度も含むこと
　　　・公契約条例に正職員との均等待遇を明示すること

　　　・公共団体の入札契約における評価項目として、均等待遇・男女平等に関わる項目を盛り込むこと

　　　
６）　育児・介護の両立支援政策の強化

　　・育児休業取得状況の正確な把握

法改正にも関わらず、罰則が弱いために育児を理由にした退職勧奨・解雇は後を絶ちません。公表される育児休業取得率は、育児をきっかけにした退職者を含まないもので統計の見直しが必要です。育児休業後就労を継続した者の率を明示すべきです。

　　・育児休業取得へのインセンティブ
　　　先進諸国と同様に、育児休業取得者の代替保障・所得保障の仕組みが求められています。

７）　女性の再就職援助について

　・就労の入り口の差別を無くすこと

子どもが就学前の女性の再就職は困難を極めています。２０１０年度から改正育児・介護休業法が施行され、看護休暇も拡充されますが就労の入り口で差別されるような状況では、各種休暇の拡充は意味をなしません。就職の履歴書から性別、家族欄の記載を削除し職務経歴書のみにするなど、事業主に対する指導を実施すべきです。

育児休業者に対する職場復帰のための支援は、助成金を使って企業任せということになっているのが現状です。育児休業者に対する職場復帰のための支援など女性の継続就業のための支援の拡充を求めます。

８）労働者派遣事業に対する対策の推進

　・女性労働に実質的に特化した派遣業務が存在しています。専門２６業務についてはその典型といえます。そのほとんどは、専門２６業務の厳格な規定に反して事務機器操作・ファイリングなどで違法行為を承知で雇用している現状です。悪質な事例も民間支援団体には報告されています。先日、政府による指導強化が打ち出されましたが、その指導が実効性を持つような地域での制度整備を要望します。

・医療・介護現場など、命を預かる現場でも日雇い派遣が横行しています。

実態調査を要望します

・派遣先、派遣元ともに「派遣を切る」という「脅迫」を持って行うセクシュアルハラスメントが横行しています。ほとんどの被害者は、生活のために訴えることができない現状です。派遣業におけるセクシュアルハラスメント被害実態調査の実施を求めます。

・「派遣」という形態が「セクハラ」を発生しやすくさせていることを充分に踏まえるよう、個別紛争解決、行政指導に当たる職員の研修の徹底を求めます。

９）均等待遇・同一価値労働同一賃金の実現のために

・男女別職務別賃金の統計調査と公表をしてください。

・雇用形態、コース別雇用にかかわりなく、性に中立な職務評価の研究会を立ち上げてください。

Ⅱ　男女の職業生活と家庭・地域生活の両立の支援

<<真のワークライフバランスを実施させるために>>

1)非正規雇用者に対する生活・労働政策の実施

　失業した人間への安定した住居提供、雇用保険の捕捉率のアップ、健康保険制度を非正規雇用者が利用しやすくなるように改善すること。失業がいわば失命(命を失う）につながる現状の変革を要望します。
女性の５３％は非正規雇用労働者です。現在民間ＮＧＯとの連携で労働相談が行われていますが、相談内容は失業および病気(精神的・身体的)な相談が激増しています。過労の結果、病気となり失業をしたケースや、退職においやられショックから鬱病へと発展するケースもあります。さらに今年の相談では、仕事を失ったと同時に住居を追い出されたという過酷な相談が目立ちました。

生活と仕事が不安定な状況は、うつ病者の激増、自殺者年間３万人超の大きな原因の一つといえます。多くの女性達がこの不安定な生活・労働状況に陥っており、疲弊しきっているのです。

2)ハローワーク機能および、職業訓練校の充実

新卒優先の年齢差別を極力減らしていくよう企業に働きかけること、さらに労働時の入り口におけるハローワークのサービス徹底、各個人に適したキャリアの職業訓練校に入学できるよう要望します。

ワークライフバランスを実現するためには、まず仕事がなければなりません。ハローワークは失業者の命綱です。1）の要望に加え、「正社員以外の若者が増加し、経済的自立が困難である」という人々のワークライフバランスの「ワーク」部分の充実についての提案です。

3)ワークライフバランスのためのワークシェアリングの導入

正社員の労働状況改善に当たり、正規雇用と非正規雇用の差別を撤廃し、仕事を割り当てていくオランダ型「ワークシェアリング」制度導入を行い労働の時短を行うことを要望します。

正社員は長時間労働で家族との団らんが困難であり、過労が蔓延しています。このワークシェアリングは、正規雇用・非正規雇用者の差別を失くしていくのみならず「正社員＝男性＝夫＝家事は放棄」「パート労働者＝女性＝妻＝家事専任」という枠組みをなくすことにもつながり、家事・育児分担にも当然、好影響を与えます。

　　　

4)出産・育児休暇の取得率向上および育児休業者への職場復帰支援

出産・育児休暇を現実的に取得できるような労働環境の整備を進めるよう要求します。また休暇の取得のみならず、育児休業者に対する職場復帰のための支援など女性の継続就業をサポートするための制度を要望します。

病時保育、病後時保育の充実ではなく、子どもが病気の時は、当たり前に休める社会でなければ、仕事と家庭・地域生活の両立はできません。育児や介護との両立が困難であるという理由の一つは、育児や介護休暇が取りにくいという現状があります。

休暇を取るどころか、子どもを持つ女性は、就職面接で子どもがいると子どもが病気のときに休むということで不利益な扱いを受けます。２０１０年度から改正育児・介護休業法が施行され、看護休暇も拡充されますが面接で差別されるような状況では、看護休暇の拡充は意味を成しません。

また、育児休暇を取る際に退職を言い渡されるなどの「育休切り」という現実が立ちはだかっており、育児を行うことは、職を失うことと同義である現実がまかり通っているのです。

5)労働者及び生活者の権利教育

仕事と家庭・地域生活の両立のためには、労働者及び生活者としての権利教育を学校教育や社会教育の中で行っていくことを要望します。

産休・育児が取れない、年休が取れない等の現状を打破するためには、企業などの組織への働きかけと同時に、私たち、一人ひとりが、権利を主張できるようにならなければなりません。

しかし、働く上で必要な労働基準法や労働組合法、育児・介護休業法などほとんど学ぶ機会もなく、また、権利を主張することは我がままととられかねない日本の風土があるからこそ上記を要望します。

6)多様なワークスタイル・ライフスタイル対する労働者・生活者の権利保障

現実の多様なワークスタイルに対し、労働基準法を適用するよう企業への働きかけを要望します。

「業務委託」「請負」等々、雇用形態が複雑化している現状があります。この「業務委託」「請負」という雇用形態は女性が中心となって担っている現実があります。これは日本のみならず、韓国など外国でも増大する傾向にあります。そしてこれらの雇用形態では、しばしば労働基準法が適用されず、ゆえに労働者として今まで獲得されてきた権利を享受することが困難となっています

２０１０年２月２６日
移住（外国人）女性施策に関する要望

移住労働者と連帯する全国ネットワーク

〒112－0002　文京区小石川2-17-41 

富坂キリスト教センター2号館203号

電話03-5802-6033　FAX 03-5802-6034
E-mail:fmwj@jca.apc.org

　私たち、移住労働者と連帯する全国ネットワークは、移住者の人権擁護のために活動する当事者、支援者、専門家、NGO、労組、キリスト教団体などによるネットワークです。　

　私たちは、女性に対するあらゆる差別の撤廃と人権保障に向けた新政権の取り組みに心から期待し、移住（外国人）女性施策に関して、以下の要望をいたします。

1、 現在策定中の「第３次男女共同参画基本計画」に、移住（外国人）女性に関する包括的な施策を取り上げて下さい。

　近年、国際結婚の増加などに伴い、日本に定住する外国人女性は急増しています。外国人女性はマイノリティであるがゆえの複合的な差別や困難を抱えおり、さまざまな支援ニーズに直面していますが、これまで、その実態把握さえもなされてきませんでした。

　一方、アジアの近隣国などにおいては、国際結婚の増加などの新しい潮流に伴い、ここ数年、多文化家族支援法の制定などの積極的な施策が講じられています。

　日本においても、新しい国際化の潮流のなかで、男女共同参画の視点からも新たな政策的対応が求められています。

　昨年8月の女性差別撤廃委員会による「最終見解」においても、移住（外国人）女性を含むマイノリティ女性の差別を撤廃するための具体的な措置を講じるよう勧告が出されました。

　以上に鑑み、現在策定中の男女共同参画社会基本法に基づく「第３次男女共同参画基本計画」に移住（外国人）女性に関する包括的な施策を取り上げていただけるよう強く要望いたします。
＜移住（外国人）女性に関する包括的施策の内容＞

　以下の課題への取り組みを施策内容として提案します。

（１）移住女性が公共サービスを享受できる環境の整備――安心して暮らす

a) 移住女性のための多言語生活情報ハンドブックの作成と配布

b) 移住女性が公共サービスにアクセスできるための環境の整備

c) 移住女性のための多言語相談窓口の整備

（２）移住女性のエンパワーメント支援――自信をもって社会に参加できる環境づくり
a) 日本語教育の充実化と教育機会にアクセスするための環境整備
b) 就労支援
c) 職場、メディア、地域社会などにおける差別や偏見の根絶
d) 学校、地域社会における多文化教育の促進（子どもが母親の出自文化について誇りをもてるようにする）
（３）移住女性のDVの根絶、ならびに被害者保護と生活再建の促進

　DV防止法第23条において、「被害者の国籍、障害の有無等を問わずその人権を尊重するとともに、その安全の確保及び秘密の保持に十分な配慮をしなければならない」、と規定されており、それに基づき、基本方針等に「外国人女性」に関する方策が記述されていますが、それでもなお、十分とはいえません。第3次基本計画においても、移住女性への暴力撤廃を改めて記述をする必要があると考えます。（表２参照）

（４）移住女性母子家庭の生活支援の促進――孤立させない

　移住女性のDV被害の増加と比例して、移住女性母子家庭も増加しています。そして、それを裏づけるように生活保護の受給世帯も、とりわけフィリピン人を中心に増加しています。経済的困窮だけでなく、社会的にも孤立感が強い移住女性のシングルマザーとその子どもに対して、適切な生活支援をしていく必要があります。

（５）人身取引の根絶、ならびに被害者保護と生活再建の促進

　政府においては人身取引対策行動計画等の改定作業が行われており、新たな計画に合致するようにこの基本計画の内容も見直される必要があります。　　　　　　　

表１　国際結婚及び離婚の推移

[image: image4.emf]日本人と外国籍者の結婚・離婚の推移
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表２　外国人女性のDV被害率

	　
	2003
	2004
	2005
	2006
	2007

	DVを理由として婦人相談所
に一時保護された女性
	4,296
	4,535
	4,438
	4,565
	4,549

	うち日本籍女性
	3,998
	4,174
	4,049
	4,177
	4,142

	うち外国籍女性
	298
	361
	389
	388
	407

	外国籍者の割合
	6.94%
	7.96%
	8.77%
	8.55%
	8.95%

	
	
	
	
	
	

	日本の女性人口
	65,551,006
	65,646,444
	65,667,366
	65,702,528
	65,724,936

	日本籍女性
	64,520,000
	64,579,000
	64,587,009
	64,586,000
	64,574,000

	外国籍女性
	1,031,006
	1,067,444
	1,080,357
	1,116,528
	1,150,936

	外国籍者の割合
	1.57%
	1.63%
	1.65%
	1.70%
	1.75%

	DV被害による一時保護受けた割合（人口十万人につき）
	
	
	

	外国籍女性
	28.9人
	33.8人
	36.01人
	34.8人
	35.4人

	日本籍女性
	6.2人
	6.5人
	6.3人
	6.5人
	6.4人
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第三次男女共同参画基本計画策定に向けた要望書
ＮＰＯ法人日本フェミニストカウンセリング学会

私たちは女性のためのフェミニストカウンセリングに関わる全国の個人や団体が参加しているＮＰＯ法人です。私たちは全国の地域で、性暴力被害者の相談・支援を行っています。性暴力被害者が深刻な被害の後遺症から心理的に回復するためには、被害当事者の相談支援の現場経験が豊富な専門の訓練を受けた支援者による心理的なケアが重要です。適切なサポートがあれば被害者の回復は十分可能なのです。そういった観点から以下のように基本計画改正に向けて要望いたします。
１．女性に対する暴力の予防と根絶のための基盤づくり

ア　女性に対する暴力への社会的認識の徹底

・性暴力被害に関する社会的な認識を高めるための啓発活動に取り組むこと

性暴力が被害者である女性の責任であるかのように誤解されているいわゆる「強姦神話」について、性暴力は加害者の責任であるというように正しく認識されるような広報啓発をしてください。特に性暴力被害者に関わる警察、検察、その他あらゆる相談窓口の職員などに対する研修を幅広く行うようにしてください。裁判員裁判の導入に伴って裁判員への研修も行ってください。

イ　体制整備

・男女共同参画センター等において、性暴力被害者の心理的後遺症からの回復をはかるために、中長期に渡って心理的ケアを受けられるように体制を整備してください。

・相談員は性暴力についてやその後遺症であるPTSDなどについての専門的な研修・訓練を受けた、現場の支援経験の豊富な人材を当てるようにしてください。

・相談員が燃え尽きないように、継続した研修・訓練の機会を保障するとともに、十分な労働条件を保障してください。

エ　民間団体の財政支援

・性暴力被害者の相談支援を行っている民間団体への財政支援を推進してください。

オ　女性に対する暴力に関する調査研究等

・性暴力被害に関する調査を、調査の過程で被害者に二次被害を加えない形で行い、被害実態が明らかになり、その防止に資するような調査研究を推進してください。

（２）配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等の推進

・ＤＶ被害者への心理的ケアを専門とした相談員の配置を推進すること。

　ＤＶ被害者に対する支援の現場では、安全を守るための緊急性に対応したケースワーク的な支援で手一杯の状況があり、被害の深刻な心理的後遺症や被害者特有の心理状況への十分な対応にまで配慮できない側面もあり、一時保護の後も繰り返しＤＶ加害夫の元に戻ってしまう事例もあり、支援者の燃え尽きの遠因にもなっています。ＤＶ被害者の心理的カウンセリングの重要性への理解が必要です。

・子どものいるＤＶ被害者に対する母子双方への支援とネットワークの構築。

現状では、まだDV被害を受けた子どもたちへの支援が確立しておらず、またDV母親への支援と子どもへの支援とが必ずしも有機的に連携できているとはいえません。被害者の安全を最優先に、守秘義務の制約にとらわれず、民間の支援団体も含めた、ケースを中心とした支援のネットワークが迅速に機能するような施策を推進してください。

・ＤＶの目撃さえもが子どもにとっては虐待であるということを周知させてください。

（３）性犯罪への対策の推進

・警察に訴えることのできない性暴力被害者も多数いるので、支援策を考える場合には、そういった被害者も対象に入れるように考えてください。

・性暴力被害者が専門的なカウンセリングなど心理的なケアを受ける際の費用の援助を行ってください。性暴力被害者は被害の後遺症によって就学・就労もままならず、治療にも費用がかかるなど、経済的な困窮状態に陥っている場合が少なくありません。そういった事情を勘案して民間のカウンセリングルームが費用の減免などを行い、経営を圧迫されていることも少なくないのです。

・性暴力被害者が警察や弁護士事務所、裁判所などに行く際に、支援者が同行支援したり、被害者のために意見書を作成するなどのアドボケイト活動への公的な支援をしてください。

（６）セクシュアルハラスメント防止対策の推進

・セクシュアルハラスメントの防止と対応を実効性のあるものにするために、企業や行政、大学に対して、より厳しく指導してください。

· セクハラは労働災害であるということをきちんと周知させてください。

第三次男女共同参画基本計画に向けた提言

2010年2月23日

DPI女性障害者ネットワーク

dpiwomen@gmail.com

わたしたちＤＰＩ女性障害者ネットワークは、1986年、障害女性から発する声を、ゆるやかにネットワークする国内組織として発足し、「生まれるべきではなく、産むべきでもない」とされてきた立場から、障害女性の自立と、政策制度のあり方をめぐる課題に、継続して取り組んできている団体です。

障害の有無にかかわらず、必要なのは、一人ひとりが、人と関わりながら、ひとりぶんの人生を生きていけるようにするための絶対的な安心感です。今の社会では、不安感がとても大きいです。とりわけ、障害女性は、障害があるというだけでなく女性であるゆえに、障害男性以上に、家族のなかに押し込められ、自分自身が社会生活活動をするのに必要な経済基盤や援助者を得ることができていません（グラフ参照）。これでは、到底、安心した生活をおくることはできません。しかし、昨年国連の女性差別撤廃委員会に提出された第六回日本政府報告の「障害を持つ女性に対する施策」に関する項を読んでもあきらかなように、日本では、障害者全般に対する施策はあっても、そこに、障害女性の置かれた状況への注目はありません。障害者に関わる現行の国の統計調査では、そもそも、一般統計では当然ある性別集計も年齢階層集計もほとんど見いだせません。

私たちは、国連の障害者権利条約に障害女性に関する特記（６条）が書かれたように、障害女性に対する注目が必要だと考えます。昨年、内閣府が出した報告書『新たな経済社会の潮流の中で生活困難を抱える男女について』においては、少ないながらも、障害女性が置かれた困難な状況についての記述がみられました。また、現在進行中の障がい者制度改革推進会議でも、障害女性に対する特段の配慮が必要であることが指摘されています。

　以上のような流れを踏まえ、具体的な項目として、以下のことを第三次男女共同参画基本計画に取り入れてもらうことを提案します。

1.現行計画にある「高齢者等が安心して暮らせる社会の整備」のなかでは、「障害者の自立した生活の支援」等の具体的な施策項目があげられています。しかし、それらは、障害者一般を対象とした施策にとどまり、障害女性の課題を見出すものにはなっていません。そのため、こうした項目には、「障害者の自立した生活の支援をする際には、そのなかでも特に、困難な立場に置かれる可能性がある障害女性の状況や課題を把握できるように、統計データの提示をはじめとした課題把握をすること」を明記してください。
2.現行計画にある「女性に対するあらゆる暴力の根絶」の項目では、数か所、障害女性に対する特記がみられます。しかし、現在でも、音声電話ではやりとりができない聴覚言語障害をもつ被害者への相談体制の整備等、必要がありながら取り組みが進んでいない課題が残されています。こうしたことを念頭に、障害女性への合理的配慮の必要を次期計画でも明確に示し、対応が進むようにしてください。

3.『新たな経済社会の潮流の中で生活困難を抱える男女について』では、子育てをしている障害がある人に対する子どものケアも含めた支援策の必要性が示されました。次期計画では、こうした点も、取り入れてください。
4.情報アクセシビリティについて：パブリックコメントの実施、計画の公表にあたっては、情報アクセシビリティに特段の配慮をお願いします。PDFでは視覚障害がある人が容易にはアクセスできないという問題もあるため、文書は、テキスト形式でも公表するようにしてください。

（資料）

グラフ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
『障害者生活実態調査』（勝又幸子・他2008『障害者の所得保障と自立支援施策に関する調査研究　平成17-19年度調査報告書・平成19年度総括研究報告書』国立社会保障・人口問題研究所）より作成

日本の第六回政府実施状況報告（2008）の抜粋

＊以下の報告をみると、いかに、ジェンダーの視点を欠いているかが明白。

（２）障害を持つ女性のための施策

ア）障害者基本計画の着実な推進

１０６．「国連障害者の十年」を契機に国内行動計画として策定された「障害者対策に関する長期計画」（１９８２年）の後継計画である「障害者対策に関する新長期計画」の理念を継承した「障害者基本計画」（２００２年、閣議決定）及びその前期重点施策実施計画として策定された「重点施策実施５か年計画」（２００２年、障害者施策推進本部決定）に沿って、具体的な数値目標を明示し、政府一体となって取り組んでいる。

１０７．また、２００４年の障害者基本法の改正により、基本的理念として、「何人も、障害者に対して、障害を理由として、差別することその他の権利利益を侵害する行為をしてはならない」ことを加えるとともに、国及び地方公共団体の責務、国民の責務を加え、施策をより総合的・計画的に推進している。

イ）障害者週間

１０８．１９９５年度から毎年１２月３日から９日までを「障害者週間」として設定し（２００４年度には法律上も明記）、テレビ、新聞等のマスメディアを活用した啓発・広報を行っている。

障害者権利条約　6条（川島・長瀬訳より抜粋）

第6条　障害のある女性

1 　締約国は、障害のある女性及び少女が複合的な差別を受けていることを認識し、また、これに関しては、障害のある女性及び少女がすべての人権及び基本的自由を完全かつ平等に享有することを確保するための措置をとる。

2 　締約国は、この条約に定める人権及び基本的自由の行使及び享有を女性に保障することを目的として、女性の完全な発展、地位の向上及びエンパワーメントを確保するためのすべての適切な措置をとる。[image: image5.wmf]
男女共同参画社会基本法が制定されて１０年が経過しましたが、日本における「男女共同参画」は、本当に道半ばです。


地域や家庭という「現場｣でも、まだまだ法律の浸透すら図られているとはいえない状況なのではないでしょうか。


第三次基本計画策定にあたり、男女平等を進める当事者である女性たちの意見を具体的に反映した計画策定こそが求められています。


　本院内集会を一つの契機として、政策に当事者の声が反映できる仕組みつくりを進めていきたいと思っています。








